別記第１－１号様式(第５関係)

融 資 残 高 等 証 明 依 頼 書

　　　年　　　月　　　日
（金融機関名）

　　　　　　　　　　　　　（申請者）
	郵便番号
	

	住　　所
	

	（ふりがな）
	

	氏　　名
	
印

	電話番号
	



　熊本県復興関係公共事業等住宅再建支援事業（二重ローン対策）補助金の交付申請に使用するので、私が借入れをした住宅ローンの融資残高等について証明願います。


融 資 残 高 等 証 明 書
[bookmark: _GoBack]　　　年　　　月　　　日
上記申請者の借入に係る融資残高等について、下記の通り相違ないことを証明します。
	証明基準日
	令和　　年　　月末

	借入年月日
	（昭和・平成）
年　　月　　日
	（昭和・平成）
　　年　　　月　　日
	（昭和・平成）
　　年　　　月　　　日

	融資残高
	円
	円
	円

	利率
	％
	％
	％

	償還期限
	令和　　年　　月
	令和　　年　　月
	令和　　年　　月


注１）「証明基準日」は、住宅再建のために新たに借入をした住宅ローンに係る金銭消貸借契約締結年月日の前の月を記入してください。
注２）「借入年月日」は、熊本地震の発災（平成２８年４月１４日）以前に借入した住宅ローンの金銭消費貸借契約締結年月日を記入してください。ただし、震災以前に借入れた住宅ローンを、震災後に他行より借換を行った借入は、証明書の発行対象となる借入の借入年月日を記入してください。
注３）「融資残高」、「利率」及び「償還期限」は、「証明基準日」時点におけるものを記入してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　＜証明者＞
住所
名称
電話
（住宅金融支援機構の場合、代理店名でも可）

※融資残高証明書の原本は申請者に交付し、金融機関等で写しを保管してください。
〈本証明書について〉
本証明書は、震災前に借り入れた「既存の住宅ローン」の残高について証明するものです。

〈申請者〉
１．依頼書の作成（申請者）
○証明書上部の「融資残高等証明依頼書」に、「依頼先の金融機関名」、「氏名」、「連絡先」を記入してください。
　○「氏名」は、原則、「借入名義人」としてください。
　　「連帯債務」の場合は、全員の氏名の記入・押印をお願いします。
　○押印は、返済口座のお届出印を押印してください。
２．依頼書の提出（申請者→金融機関等）
○依頼書を、既存の住宅ローンを借り入れている金融機関のお取引店に提出してください。
○その際には、以下の書類も準備してください。
　　　◇返済用口座の通帳、もしくは契約書の写しや返済予定表など。
　　　◇本人確認ができるもの（運転免許証など）。
　　　◇代理人が窓口に行かれる場合は、申請者と代理人の両方が確認できるもの。
　○借入先の金融機関等が複数存在する場合は、それぞれの金融機関等あてに依頼書を提出してください。（例：Ａ銀行、Ｂ銀行あて）
　○住宅金融支援機構からの借入などの場合、申出当日に本証明書の発行ができない場合がありますので、ご了承ください。
　○本証明書の発行に際しては、発行する金融機関所定の手数料が必要になります。

〈金融機関等〉
１．証明基準日の確認
○新たな住宅ローンの契約日（融資実行日）を、契約書などで確認してください。
○上記契約日の「前月末」を証明基準日欄に記載してください。
（例：新たな住宅ローンの契約日：４月１日　→　証明基準日：３月末日）
２．借入年月日の記入
○「借入年月日」は、熊本地震の発災（平成２８年４月１４日）以前に借入した住宅ローンの金銭消費貸借契約締結年月日を記入願いします。但し、震災以前に借入れた住宅ローンを、震災後に他行より借換を行った借入は、証明書の発行対象となる借入の借入年月日を記入してください。
３．証明内容について
○「融資残高」「利率」及び「償還期限」は、１による「証明基準日」時点のものを記入願います。
○「利率」が震災特例で一般的に低減されている場合は、低減前の本来の利率も併記してください
４．借入区分が複数の場合について
○借入区分が複数にわたる場合は、区分ごとに１列ずつ記載してください。
（例：Ｈ１５年１月借入・２００万、利率３％、Ｈ２０年１１月借入・３００万円・利率４％の場
合は、各借入ごとに１列ずつ記載してください。）
５．交付・控えの保管
○１～４の内容を証明いただきましたら、依頼書・証明書の写しを控えとして保管してください。
○証明書の「原本」を申請者に交付してください。
〈金融機関等の皆様へお願い〉
○「熊本県復興関係公共事業等住宅再建支援事業（二重ローン対策）」の補助金申請に当たっては、金融機関等が発行する本証明書（既存住宅ローンに関する融資残高証明書）が必要となりますので、御協力をお願いします。
